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予算、役割分担について詳細に調整
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１ 下水道管路施設を取り巻く現状
管路管理業務においては

「ヒト」、「モノ」、「カネ」の問題が深刻化する。
ヒト：職員数の減少

◎今後の人口減少を考慮すると、下水道職員の増員は現実的に困難

◎10年後には50年経過の下水道管が全体の約20%

モノ：老朽化施設の急増

カネ：厳しい経営環境

◎人口減少による使用料収入の減少

令和元年9月17日
緑区あすみが丘道路陥没事故

◎直近3ヶ年の要望件数

包括的民間委託を導入し、持続的かつ
効果的・効率的な管路管理を目指す！

民間事業者の技術力・ノウハウを活用

現状のままでは、管路管理が困難になる

５０年経過した下水道管延長の推移

年度 要望件数

H30 901

R1 1,080

R2 1,047



２ 包括的民間委託とは
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これまで

業務ごとに発注

修繕

点検

調査

積算・発注

積算・発注

積算・発注

受注・実施

受注・実施

受注・実施

包括導入の一例

点検
・
調査
・
修繕

積算・発注 受注・実施

まとめて発注（複数業務を複数年で）

管路管理に係る複数業務をパッケージ化し、複数年契約にて
実施することで、業務量の平準化及び民間事業者の創意工夫に
よる業務の効率化が可能となる。



３ 包括的民間委託で期待される効果
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老朽化施設の増加に伴い、住民対応等の業務量増加が見込まれる。

その業務量の増加に対して、包括的民間委託を導入することで、

業務の効率化及び住民サービス水準の維持が期待できる。

将来

包括的民間委託の
導入

老朽化施設の増加に伴い
業務量が増加

業務量

効果的・効率的な
業務の実施

新たに
業務量が増加

現在

が必要

包括委託導入により下水道サービスの住民満足度が向上！

直営対応
(現状どおり)

包括委託



5

４ 下水道管路施設包括的民間委託の導入（案）

業務量が増加する住民対応業務を含めた複数業務を
パッケージ化し、複数年契約にて包括的民間委託を導入。

◎対象とする業務

住民対応業務
要望受付、現地確認
清掃業務（調査清掃）
修繕業務（維持補修）

計画的業務
管渠内調査

ストックマネジメント計画に
基づくＴＶカメラ調査等

設計 改築工事

管理保全業務（定型・平常業務） 災害対応業務
被害状況把握

地震時の地上部（陥没、
隆起等）の目視調査

下水道管路施設情報の整理
下水道管路施設情報、維持管理情報等の

整理・台帳への反映

計画の見直し
ストックマネジメント計画

下水道管路施設情報の把握
管路の属性、維持管理情報、老朽度情報
（詳細調査、健全度判定結果）、改築情報等

計画策定
ストックマネジメント計画

パッケージ化（包括的民間委託検討範囲）

改築業務



４ 下水道管路施設包括的民間委託の導入（案）
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住民対応業務イメージ

・要望受付

・現地確認

・清掃業務

・修繕業務

包括業者

ワンストップ
で対応可能！

A社 B社

清掃業務

（単価契約）

・要望受付

・現地確認

下水道維持課【本管】

土木事務所【取付管】

修繕業務

（単価契約）

市民

【現在】 【導入後】

市民

（包括委託エリア内）

◎対象とする住民対応業務（1/2）



４ 下水道管路施設包括的民間委託の導入（案）
◎対象とする住民対応業務（2/2）
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・住民対応業務

・対象区域における住民対応業務の実績 ：約180件（H30～R2年度）

住民対応業務割合

本管(35%)

・管の詰まり

・破損箇所の補修

・下水道に起因した
道路陥没の復旧

公共桝(30%)

その他(5%)

・桝の詰まり

・破損箇所の補修

・桝蓋の交換

取付管(15%)

・管の詰まり

・破損箇所の補修

・下水道に起因した
道路陥没の復旧

人孔(15%)

・人孔蓋の交換

・人孔蓋周りの舗装補修

・草野水路の維持補修



４ 下水道管路施設包括的民間委託の導入（案）

・対象期間

・入札方式

「３年間」で実施

・発注方式

「仕様発注」で実施
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「総合評価落札方式」で実施（※WTO対象外）

◎対象とする区域他

・対象施設

「公共下水道施設（本管・取付管・公共桝・人孔等）」

・対象とする区域

印旛処理区「稲毛海浜・真砂処理分区」(734ha)
※対象となる町は、美浜区磯辺、高洲、高浜、真砂

１期目は、導入による課題や問題点を把握するため、対象とする区域を限定

「一般排水路（草野水路）」 ※水路延長2.3km

※管路延長212km

別添の「位置図」
をご参照ください。



５ 今後のスケジュール（案）
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令和４年１０月 千葉市下水道事業経営委員会において、学識経験者の意見聴取のため
審議部会の設置
※委員会設置条例第７条 特別の事項を審議するため必要があるときは、部会を置くことができる。

令和４年１０月 第１回審議部会（落札者決定基準の意見聴取）

令和４年１１月 総合評価一般競争入札公告

令和５年 １月 第２回審議部会（落札者決定の意見聴取）
※第１回審査部会で必要であると意見があった場合

令和５年 ２月 事業者決定、契約締結

令和５年 ４月 事業開始

地方自治法施行令第１６７条の１０の２

４ 普通地方公共団体の長は、落札者決定基準を定めようとするときは、総務省令で定めるところに
より、あらかじめ、学識経験を有する者（次項において「学識経験者」という。）の意見を聴かなけ
ればならない。

５ 普通地方公共団体の長は、前項の規定による意見の聴取において、併せて、当該落札者決定基準
に基づいて落札者を決定しようとするときに改めて意見を聴く必要があるかどうかについて意見を聴
くものとし、改めて意見を聴く必要があるとの意見が述べられた場合には、当該落札者を決定しよう
とするときに、あらかじめ、学識経験者の意見を聴かなければならない。

部会を開催する理由

事業期間（３年間） Ｒ５年４月～Ｒ８年３月



６ 他都市の動向
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◎包括的民間委託の導入状況（令和３年４月時点）

自治体名 導入時期 導入業務

千葉県内

柏市 平成３０年度 計画的業務、改築業務等

他政令市

堺市 平成２６年度 住民対応業務、計画的業務、災害対応業務等

京都市 令和２年度 住民対応業務、計画的業務、災害対応業務等

横浜市 令和３年度 中大口径管の住民対応業務、計画的業務等

新潟市 令和４年度予定 住民対応業務、計画的業務

・処理施設 ５５１施設（２７２団体）

・管路施設 ４５件（３３団体）




